
被災事業者への再生支援の促進に向けた対応

金融庁 監督局銀行第二課 小野 浩司



１. 令和６年能登半島地震への対応

２. 経営改善・事業再生支援の促進に向けた施策

３. 中小企業の事業再生等に関するガイドライン

2



 金融庁は、関係省庁と連名で、発災以降これまで、金融機関等に対し、被災された事業者の資金繰りについて

柔軟かつきめ細かな支援を徹底することや、事業者の実情に応じた経営改善・事業再生・再チャレンジ支援に

積極的に取り組むことなどを継続して要請。

政府から金融機関等に対する要請
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【令和６年能登半島地震に関する事業者等への資金繰りの徹底等について（令和６年１月５日）（抄）】

・ 事業者への資金繰り支援について、災害の状況や資金需要等を勘案して、融資相談所の開設、融資審査に際して提出書類を必

要最小限にする等の手続きの簡便化、融資の迅速化、既存融資にかかる返済猶予等の貸付条件の変更など、災害の影響を受けて

いる事業者に最大限寄り添った柔軟かつきめ細かな支援を徹底すること。

・ 災害の影響を受けた事業者の実態やニーズを適切に把握した上で、復旧・復興に向けた経営課題の解決策の提案や経営再建計

画の策定支援など、足もとの資金繰り支援にとどまらない、事業者の実情に応じた経営改善・事業再生・再チャレンジ支援を積

極的に行うこと。

【「再生支援の総合的対策」を踏まえた事業者支援の徹底等について（令和６年３月８日）（抄）】

【コロナ資金繰り支援の転換を踏まえた事業者支援の徹底等について（令和６年６月７日）（抄）】

・ 令和６年１月５日付で発出した要請文の内容を踏まえつつ、引き続き、被災した事業者や、当該事業者と取引関係のある事業

者など、災害の影響を受けた事業者の資金繰りに重大な支障が生じないよう、事業者の実情を踏まえながら、きめ細かく、迅速

かつ柔軟な対応に努めること。

【金融機関におけるＭ＆Ａ支援の促進等について（令和６年８月30日）（抄）】

・ 官民金融機関及び信用保証協会においては、令和６年能登半島地震の影響を受けた事業者の事業再生支援時に、「経営者保証

に関するガイドライン」に基づき保証債務の整理を行う際には、係る保証人の被災状況などにも十分に配慮しながら対応するこ

と。加えて、第三者の個人連帯保証に関しても、当該ガイドラインは適用され得るという点に留意し、係る保証履行時等におい

ては、必要に応じて当該ガイドラインの活用を検討すること。



令和６年11月28日 事業者支援の促進及び金融の円滑化に関する意見交換会
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 11月28日に開催された「事業者支援の促進及び金融の円滑化に関する意見交換会」において、西野大臣政

務官から、被災地の生活や経済の再建に向けては、引き続き、官民を挙げて全力で取り組んでいかなければな

らない。金融機関の皆様におかれては、引き続きの積極的な被災地支援をよろしくお願いしたい旨ご発言。

同日、金融機関等に対する要請文を発出。

【事業者支援の促進及び金融の円滑化に関する意見交換会 西野内閣府大臣政務官 ご発言 （抄）】

被災地の生活や経済の再建に向けては、引き続き、官民を挙げて全力で取り組んでいかなければなりません。

こうしたことから、総合経済対策においても、「被災者の生活再生支援」を掲げており、金融庁としても、被災者の債務整理

を円滑に進めるための「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン」の一層の活用を図っていきたいと考えており

ます。

皆様におかれましては、引き続きの積極的な被災地支援をよろしくお願いいたします。

政府から金融機関等に対する要請

【「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」を踏まえた事業者支援の徹底等について
（令和６年11月28日）（抄）】

災害等の影響を受けた事業者の資金繰り支援に際しては、以下①．から⑤．までに掲げる施策も活用しつつ、引き続き、その

資金繰りに重大な支障が生じないよう、また、コロナ融資等の既往債務が負担となって新規資金調達が困難となる等のいわゆる

二重債務問題の解消に資するよう、事業者に寄り添ったきめ細かい対応に努めること。

①．一般保証とは別枠での「セーフティネット保証４号」

②．一般保証及びセーフティネット保証とは別枠での「災害関係保証」

③．令和６年能登半島地震の被災地に限り申込期限を延長している「コロナ借換保証」

④．日本政策金融公庫等による「令和６年能登半島地震特別貸付」等

（本年９月の「低気圧と前線による大雨に伴う災害」による追加被害を被った事業者の資金繰り支援にも活用可能）

⑤．「能登半島地震復興支援ファンド」



能登半島地震復興支援ファンドの創設

 「被災者の生活と生業（なりわい）支援のためのパッケージ」を踏まえ、官民ファンドを組成。

 県・地元金融機関の声を踏まえ、規模100億円・支援期間15年のファンドを創設。輪島市・珠洲市・七尾市・

能登町・穴水町・志賀町に所在する中小企業・小規模事業者等を支援対象。

 ワンストップ相談窓口である「能登産業復興相談センター（七尾商工会議所内）」、「サテライトオフィス（のと里山空

港内）」を開設し、被災事業者に対するファンドによる債権買取支援をはじめとする各種相談体制を構築。

中小機構

REVIC

石川県、北國銀行、
北陸銀行、のと共栄
信金、興能信金、

石川県信用保証協会、
商工中金等

能登半島地震復興支援ファンド

【100億円】

のと復興支援株式会社
（ファンドGP）
・QRIインベストメント
（北國FH子会社）
・REVICキャピタル

能
登
産
業
復
興
相
談
セ
ン
タ
ー

中
小
・
小
規
模
事
業
者
等

支援要請

各種補助金・制度融資等

債権買取
要請等

相談
出資

出資

日本政策金融公庫・信用保証協会

中小企業活性化協議会・REVIC

79億円

21億円
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能登産業復興相談センターに関する金融機関向け説明会

 中小企業庁及び金融庁は、現地の金融機関に対し、能登産業復興相談センターにおける事業内容等の理解

を深めていただくため、担当役員向け説明会（８月22日）及び実務者向け説明会（10月24日－25日）を実施。

事業再生を
図ろうとする
中小企業者 等

小規模企業者・
個人事業者は
もとより、
農事組合法人
漁業生産組合
社会福祉法人 等

も対象

対象事業者

金融機関

相談

能登産業復興相談センター
（ワンストップ窓口）

連携

支援表明

〔債権買取を伴わない事業再生〕

補助金・制度融資等・
返済猶予で再建可能

上記＋公庫劣後ローン又は
保証付債権劣後化で再建可能

〔債権買取を伴う事業再生〕

NO

各種補助金・制度融資 等

公庫・保証協会

中小企業活性化協議会
（支援業務部門）

地域経済活性化支援機構
（REVIC）

YES

協議会基準の再生計画策定
が可能と見込まれる

ファンドの基準に基づく計画
策定が可能と見込まれる

能登半島地震
復興支援ファンド
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石川県における事業者の被害状況

 令和６年能登半島地震及び奥能登豪雨による被害額は、それぞれ3,200億円及び54億円と推定され、輪島塗
や珠洲焼等の伝統産業、酒蔵、観光業など、能登の地場産業にも被害をもたらしている。

 被災地では、徐々に営業再開が進んでいるものの、特に被害が大きかった能登６市町においては、９月時点でま
だ２割程度（奥能登に限れば３割程度）の事業者は営業が再開できていない。

 帝国データバンクが行った景気動向調査によれば、石川県内の景気DIは、企業の規模に依らず、能登半島地震
が発生した本年１月以降低下。その後、全体として改善状況がみられるものの、中小企業の改善幅は大企業と
比較して小さい。

（出所）TDB景気動向調査（令和６年11月６日）を基に作成。

規模別景気DI（石川県）
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令和６年能登半島地震・奥能登豪雨による被害額（推定）

• 能登半島地震（県全体） ： 3,200億円

• 奥能登豪雨（能登６市町）： 54億円

被災事業者の営業再開の状況（令和６年９月１日時点）
※商工会・商工会議所調べ

• 能登６市町： ８割

※うち奥能登４市町： ７割

（注）能登６市町：七尾市、志賀町、輪島市、珠洲市、穴水町、能登町
（うち、輪島市から能登町までの４市町が奥能登４市町）

（出所）石川県



経営改善・事業再生支援の促進に向けた施策

 地域経済活性化支援機構（REVIC）において、事業再生支援やファンド運営等を通じて、地域企業への支援
を実施しているほか、経営改善・事業再生支援人材の拡充に向けて、金融機関職員への研修等を実施。

 REVICは、これまでも災害支援を行ってきたところ、能登半島地震復興支援ファンドの設立にも参画。その災害対
応力を強化していく方針。
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監督指針の改正

 金融庁は、経営改善・事業再生支援に関し、事業者の現状のみならず、状況の変化の兆候を把握し、一歩先
を見据えた対応等を金融機関に求めるべく、金融機関による経営改善・事業再生支援の推進に関する監督指
針の改正を実施（令和６年４月適用）。

 また、事業者の円滑な事業承継等の手段として重要性が増しているM&Aの支援に、金融機関がより積極的に
取り組むことへの期待が高まっていることや、経営者保証がM&A・事業承継の支障となるという指摘を踏まえ、
金融機関におけるM&A支援の促進等に関する監督指針の改正を実施（同年10月適用）。

地域経済活性化支援機構（REVIC）による支援

※ 国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策（令和６年11月22日閣議決定）（抄）

地域経済活性化支援機構について、次なる大規模災害に備えて財務基盤を強化するとともに、その業務期限を延長する法改正

を検討し、早期に国会に提出することを目指す。

 公租公課の確実な納付と事業再生の両立を目指すべく、事業者からの公租公課の納付に係る相談に関する情
報等を関係省庁間で共有し、必要に応じて対応を検討する枠組みとして「事業再生情報ネットワーク」を創設（令
和６年６月運用開始）。

事業再生ネットワークの創設



金融機関におけるＭ＆Ａ支援の促進等に関する監督指針改正（令和６年10月適用）

背景

 円滑な事業承継や企業の成長・生産性の向上等の手段としてM&Aの重要性が増す中、金融機関が、顧客企業に対するコンサ
ルティング機能の更なる強化の一環として、M&A後の事業統合作業（PMI）を含めたM&A支援にもより積極的に取り組むこ
とへの期待が高まっている。

 また、経営者保証がM&A・事業承継の支障となるという指摘がある。

金融機関におけるＭ＆Ａ支援の促進

事業者に対するコンサルティング機能の発揮に関して、以下の事項に係る金融機関の監督上の着眼点を明確化

 事業者のニーズを十分に踏まえながら、PMIを含むM&A支援に積極的に取り組むこと

 また、そのための専門人材の育成・確保を含む健全かつ適切な業務運営体制の整備を図ること

M&A・事業承継における経営者保証を見直す枠組み

主たる株主等が変更になることを金融機関が把握した場合において、どうすれば経営者保証の解除の可能性が高まるか等の説明
を事業者にすることを金融機関に求める
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令和４年度 令和５年度 合計
再生型 19 75 94
債務減免を含む 11 45 56

債務減免を含まない 8 30 38

廃業型 9 58 67
合計 28 133 161

※銀行・信用金庫・信用組合・日本公庫・商工中金

計画成立件数

 全国銀行協会を事務局とする「中小企業の事業再生等に関する研究会」は、中小企業者の事業再生等に関し、
総合的な考え方や具体的な手続等を取りまとめた「中小企業の事業再生等に関するガイドライン」を令和４年
３月に公表。

 同ガイドラインで定められた、「中小企業の事業再生等のための私的整理手続」を活用し、令和５年度は官民金
融機関（※）において、再生型（債務減免を含む）45件、再生型（債務減免を含まない）30件、廃業型
58件の計133件の事業再生計画・弁済計画について合意されたことを、金融庁・中小企業庁にて確認。

中小企業の事業再生等に関するガイドライン
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 事業再構築支援のニーズの高まり等を踏まえ、事業再生における関係者の平時からの一層の連携等を促すほか、
利用実績を踏まえた運用面における改善や明確化等を目的として、同ガイドラインを令和６年１月に改定（同
年４月適用開始）。

 中小企業・金融機関・実務専門家について、予防的対応の必要性をより強調。また、中小企業が、経営に追い
込まれることがなく、取りうる選択肢が多いうちに、早期に事業再生等のアクションをとることを促す。

概要

ガイドラインの改定(令和６年1月一部改定、同年4月適用開始）



参 考



金融機関による経営改善・事業再生支援の推進に関する監督指針改正（令和６年４月適用）

背景

• 2023年7月以降、民間ゼロゼロ融資の返済が本格化していることも踏まえ、問題を先送りせず、金融機関による経営改善・事業
再生支援の一層の推進を図る必要

①経営改善・事業再生支援等の本格化への対応

コロナ禍の資金繰り支援フェーズから事業者の実情に応じた経営改善・事業再生支援フェーズへの転換

②一歩先を見据えた早め早めの対応の促進

1. 事業者の現状のみならず、状況の変化の兆候を把握し、
一歩先を見据えた対応を求める

2. 状況の悪化の兆候がある事業者に、正確な状況認識を促
すとともに、プッシュ型で提供可能なソリューションを示し、
早め早めの対応を促すよう求める

3. 信用保証付融資が多い事業者やメインでない事業者等へ
の支援について、信用保証協会や他の金融機関との早め
の連携を求める

③顧客に対するコンサルティング機能の強化

1. 事業再生ガイドライン等、提案するソリューションの充実を求
める

2. 早期の経営改善に関する計画策定等のソリューションを、
公的制度も活用しながら提案し、その実行状況を継続的
かつ適切にモニタリングするよう求める

3. 政府系金融機関・支援専門家(税理士、弁護士等)・支
援機関(中小企業活性化協議会等)との連携を求める
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地域経済活性化支援機構の概要
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ＲＥＶＩＣ

 地域経済活性化支援機構※１（ＲＥＶＩＣ※２）は、事業再生支援、ファンド運営等に関する高度な専門性を

活用して地域を支援する政府・民間連携の時限組織（支援決定期限：2026（令和８）年３月、業務完了期限：

2031（令和13）年３月）。

※１ 2013（平成25）年３月、企業再生支援機構を改組して発足。

※２ Regional Economy Vitalization Corporation of Japan。

 ＲＥＶＩＣはコロナ債務を抱える地域企業の再生 ・まちづくり等のほか災害支援を行っており、2024（令和

６）年には「能登半島地震復興支援ファンド」設立に参画。

地域企業・その経営者

運営会社

【機能１】
事業再生支援

債権買取
融資・出資
ハンズオン支援

【機能２】
ファンド運営

※事業者は
債務整理

【機能３】
再チャレンジ支援

地域
金融機関

【機能４】
専門家派遣

融資・
出資等

ファンド

ファンド

運営会社
金融機関調整
債権買取
融資・出資
ハンズオン支援 等

経営者保証付
債権等の買取・整理

出資

経営管理

専門家派遣



事業再生情報ネットワークの運用開始

 資金繰り支援はコロナ前の水準に戻していく一方で、関係省庁が連携して、再生支援を強化していくべく、本年3月の「再生支援の
総合的対策」を踏まえて、事業再生情報ネットワークの運用を6月から開始。

 再生可能性の高い中小企業の情報（例：再生支援の見込み、金融支援による財務改善見込み等）について、中小企業活性
化協議会や金融庁に設置する相談窓口より関係省庁を通じて、公租公課の徴収現場（年金事務所、税務署等）や金融機関
等に共有することで、公租公課の適正な納付計画の策定、関係機関による処理方針や支援の判断・決定に資する仕組みを構
築し、公租公課の確実な納付と事業再生の両立を目指す。

※地方税の課税主体である各地方団体に対しては、総務省から本ネットワークの趣旨等を周知。
※中小企業庁・金融庁等から中小企業活性化協議会・官民金融機関に対し、①公租公課の納付状況の確認、②公租公課は優先納付されるべき
債権であることや納付計画を遵守しない場合のリスクの周知、③必要に応じた資金繰り支援や納付計画策定支援など、事業者支援の徹底を要請。

事業者

中小企業活性化協議会 金融庁

事業者向け相談窓口

経営改善・事業再生に関する相談

共有された情報に基づき、必要に応じて対応を検討

事業者の希望を踏まえ、事業再生の可能性が高く、必要と判断される場合、該当する省庁等に伝達

中小企業庁

中小企業庁金融庁・財務局国税庁厚生労働省

信用保証協会官民金融機関国税局・税務署年金機構・年金事務所

情報共有
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再生支援の総合的対策
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